
一般会計
町税 132,453

寄附金 20,915

232,603688,140

使用料および
手数料  18,602
諸収入 17,154
その他 43,479

地方交付税
316,457

道支出金
123,364

国庫支出金
109,909

町債
101,332

地方消費税交付金
23,727

その他交付金
13,351

歳入合計
920,743

自主財源依存財源

・繰越金 14,072
・繰入金 13,904
・分担金および
   負担金 12,866

・財産収入 2,637

・地方譲与税 9,584
・自動車取得税交付金 1,612
・ゴルフ場利用税交付金 1,192
・地方特例交付金 354
・配当割交付金 212
・交通安全対策特別交付金 156
・株式等譲渡所得割交付金 127
・利子割交付金 114

・町民税 57,074
・固定資産税 55,841
・町たばこ税 10,833
・都市計画税 5,425
・軽自動車税 3,094
・入湯税 115
・鉱産税 71

（74.7％） （25.3％）

特別会計
　

特
別
会
計
は
、
特
定
の
事
業
目
的
の

た
め
に
一
般
会
計
と
区
分
し
た
会
計

で
、
町
に
は
６
つ
の
特
別
会
計
が
あ
り

ま
す
。

1
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

　

町
民
の
健
康
保
持
と
増
進
の
た
め
保

険
給
付
を
行
い
、
医
療
保
障
の
充
実
に

努
め
ま
し
た
。　

2
北
海
道
介
護
福
祉
学
校
特
別
会
計

　

学
生
確
保
に
積
極
的
に
取
り
組
む
と

と
も
に
、
開
校
以
来
28
年
間
就
職
率
１

０
０
％
を
継
続
し
ま
し
た
。

3
介
護
保
険
特
別
会
計

　

要
支
援
者
・
要
介
護
が
能
力
に
応
じ
、

自
立
し
た
日
常
生
活
を
営
む
こ
と
が
で

き
る
よ
う
保
険
給
付
を
行
っ
た
ほ
か
、

介
護
予
防
を
推
進
し
ま
し
た
。

4
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

　

高
齢
者
の
健
康
保
持
と
増
進
の
た

め
、
資
格
管
理
の
窓
口
事
務
な
ど
を
行

い
、健
全
な
医
療
給
付
を
進
め
ま
し
た
。

5
住
宅
団
地
造
成
事
業
特
別
会
計

　

平
成
27
年
10
月
よ
り
分
譲
し
て
い

る
、
朝
日
４
丁
目
住
宅
団
地
（
第
４

期
）
の
管
理
お
よ
び
販
売
促
進
を
行
い

ま
し
た
。

6
工
業
団
地
造
成
事
業
特
別
会
計

　

企
業
誘
致
を
推
進
す
る
た
め
、
第
４

工
業
団
地
７
区
画
の
造
成
工
事
を
行
い

ま
し
た
。

会計名 歳入决算額 歳出决算額 差　引
1国民健康保険特別会計 21 億 1,318 万円　　　　　　19 億 9,988 万円　　　　　　1 億 1,330 万円
2北海道介護福祉学校特別会計 1 億 1,460 万円 1 億 1,036 万円 424 万円
3介護保険特別会計 12 億 8,479 万円 12 億 3,584 万円 4,895 万円
4後期高齢者医療特別会計 1 億 9,240 万円 1 億 9,234 万円 6 万円
5住宅団地造成事業特別会計 1,584 万円 72 万円 1,512 万円
6工業団地造成事業特別会計 1 億 9,341 万円 1 億 9,339 万円 2 万円

合　計 39 億 1,422 万円 37 億 3,253 万円 1 億 8,169 万円

企業会計

　平成 28 年度の一般会計・特別会計・企業会計の決算が９月議会
定例会で認定されましたので、決算の内容と主な事業成果の概要を
お知らせします。

【問い合わせ】経営企画課行政経営グループ　☎ 73-7503

◆
歳
出

　

歳
出
は
、
前
年
度
比
で
約
２
億
６
５

７
１
万
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
増
減

が
大
き
い
費
目
と
し
て
は
、
農
林
水
産

業
費
が
種
馬
鈴
し
ょ
施
設
の
整
備
な
ど

で
約
３
億
７
４
４
７
万
円
の
増
、
教
育

費
が
角
田
小
学
校
体
育
館
天
井
等
耐
震

補
強
工
事
の
完
了
な
ど
で
約
１
億
１
８

１
１
万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
全
体
の
構
成
は
、
総
務
費
が
最

も
多
く
、次
に
民
生
費
、土
木
費
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
歳
入
総
額
は
92
億
７
４

２
万
２
２
６
２
円
。
歳
出
総
額
は
89
億

１
１
６
４
万
３
３
３
５
円
と
な
り
、
差

額
の
２
億
９
５
７
７
万
８
９
２
７
円
を

次
年
度
に
繰
り
越
し
ま
し
た
。

　

な
お
、
繰
越
額
の
中
に
は
、
次
年
度

に
実
施
す
る
事
業
財
源
１
億
７
３
３
５

万
７
０
０
０
円
が
含
ま
れ
て
い
る
た

め
、
実
質
収
支
は
１
億
２
２
４
２
万
１

９
２
７
円
と
な
り
ま
し
た
。

大切な税金の使い道
　　お知らせします

収益的収支 決算額
収入額 4 億 1,578 万円
支出額 3 億 5,471 万円
純利益 6,107 万円

資本的収支 決算額
収入額 1 億 9,772 万円
支出額 4 億 672 万円
不足額 2 億 900 万円

収益的収支 決算額
収入額 6 億 2,230 万円
支出額 4 億 9,791 万円
純利益 1 億 2,439 万円

資本的収支 決算額
収入額 3 億 3,936 万円
支出額 6 億 5 万円
不足額 2 億 6,069 万円

1水道事業会計2下水道事業会計

平成 28 年度 決算状況

◆
歳
入

　

歳
入
は
、
町
税
や
道
支
出
金
の
増
に

よ
り
、
前
年
度
比
で
約
４
億
２
０
７
７

万
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
全
体
の
構
成
は
町
税
や
使
用
料

な
ど
、
町
が
独
自
に
確
保
し
て
い
る
自

主
財
源
の
割
合
が
25
・
３
％
、
地
方
交

付
税
や
国
・
道
か
ら
の
交
付
金
な
ど
の

依
存
財
源
の
割
合
が
74
・
７
％
と
な
り

ま
し
た
。

　

水
道
事
業
と
下
水
道
事
業
は
、
企
業

の
経
営
成
績
、
財
政
状
況
を
明
ら
か
に

す
る
た
め
、企
業
会
計
方
式
を
採
用
し
、

事
業
に
必
要
な
経
費
は
、
経
営
に
伴
う

収
入
（
上
・
下
水
道
料
金
）
を
も
っ
て

充
て
る
と
い
う
独
立
採
算
制
を
原
則
に

経
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

1
水
道
事
業
会
計

　

水
を
作
り
、
家
庭
な
ど
に
届
け
る
た

め
の
経
費
（
収
益
的
収
支
）
で
は
６
１

０
７
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
が
、

浄
水
場
の
設
備
更
新
や
配
水
管
の
整
備

な
ど
に
使
用
す
る
た
め
の
経
費
（
資
本

的
収
支
）
で
は
２
億
９
０
０
万
円
の
不

足
と
な
り
ま
し
た
。

2
下
水
道
事
業
会
計

　

下
水
道
管
や
下
水
道
管
理
セ
ン
タ
ー

の
維
持
管
理
に
必
要
な
経
費
（
収
益
的

収
支
）
で
は
１
億
２
４
３
９
万
円
の
黒

字
と
な
り
ま
し
た
が
、
下
水
道
管
や
下

水
道
管
理
セ
ン
タ
ー
の
設
備
更
新
な
ど

に
使
用
す
る
た
め
の
経
費
（
資
本
的
収

支
）
で
は
２
億
６
０
６
９
万
円
の
不
足

と
な
り
ま
し
た
。

　

各
会
計
の
不
足
額
は
、
減
価
償
却
費

な
ど
収
益
的
支
出
の
う
ち
現
金
の
支
出

を
必
要
と
し
な
い
費
用
に
よ
っ
て
生
じ

た
資
金
（
損
益
勘
定
留
保
資
金
な
ど
）

で
補ほ

て
ん填
し
ま
し
た
。

歳出合計
891,164

総務費
187,654

民生費
181,567

公債費
106,961

土木費
129,256

農林
水産業費
124,933

教育費
60,590衛生費

39,486

消防費
31,976

商工費
15,639

議会費　6,573
災害復旧費　4,673
諸支出金　1,081
労働費　775

差引額　約 2 億 9,578 万円

※単位：万円
（万単位にそろえ

ているため、端数
が合わない場合が
あります）
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平成 28 年度事業実施結果の一部を紹介 - 栗山町第 6 次総合計画の主要施策より -

詳
し
い
情
報
は
別
冊
資
料
を
ご
覧

く
だ
さ
い

　

今
月
号
に
掲
載
し
ま
し
た
平
成
28

年
度
の
決
算
概
要
の
ほ
か
、
栗
山
町

第
６
次
総
合
計
画
に
基
づ
き
平
成
28

年
度
に
実
施
し
た
主
要
施
策
の
成

果
、
ま
ち
の
財
政
状
況
な
ど
、
よ
り

具
体
的
な
決
算
内
容
を
ま
と
め
た
冊

子
「
グ
ラ
フ
と
写
真
で
み
る
、
ま
ち

の
決
算
と
財
政
状
況
」
を
作
成
し
ま

し
た
。

　

冊
子
は
、
左
記
の
施
設
窓
口
に
配

置
し
て
い
る
ほ
か
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
で
も
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
、
ぜ

ひ
ご
覧
く
だ
さ
い
。

◆
役
場
新
庁
舎
１
階
ロ
ビ
ー

◆
カ
ル
チ
ャ
ー
プ
ラ
ザ
「
Ｅ
ｋ
ｉ
」

◆
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
「
し
ゃ
る
る
」

◆
農
村
環
境
改
善
セ
ン
タ
ー

◆
南
部
公
民
館

基金残高の推移 ( 一般会計）町債残高の推移（全会計）

　
「
財
政
健
全
化
法
」
と
は
、
財
政
の
健
全

性
を
示
す
左
記
の
指
標
を
導
入
し
、
再
建
の

枠
組
み
を
定
め
た
法
律
で
す
。
町
で
は
、
計

画
的
か
つ
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
て
い
ま

す
が
、
実
質
公
債
費
比
率
な
ど
の
状
況
は
依

然
と
し
て
全
道
平
均
を
上
回
っ
て
お
り
、
厳

し
い
財
政
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く

健
全
化
判
断
比
率
な
ど
の
状
況

指標 指標の説明 比率（％）
（H28 決算）

全道
平均（％）

（H27 決算）

基準値（％）
早期健全

化基準
財政再生

基準

実質公債費比率

一般会計が負担す
る元利償還金など
の標

注 ）

準財政規模に
対する比率

13.3 8.4 25.0 35.0

将来負担比率

一般会計が将来負
担すべき実質的な
負債の標準財政規
模に対する比率

86.7 53.7 350.0  

※この指標のほかにも、「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「資本不足比率」
　の指標がありますが、全ての会計が黒字決算で比率が生じていないため省略

単位：億円

　  平成24年度 　  平成25年度 　  平成26年度 　  平成28年度

  9.9
  9.3

   10.8   11.1

　  平成27年度

  9.6
   10.0

   5.0

　

安
定
し
た
財
政
運
営
を
進
め
る

た
め
の
貴
重
な
財
源
と
し
て
、
決

算
に
伴
う
余
剰
金
の
一
部
や
、
寄

附
金
な
ど
を
原
資
と
し
て
積
み
立

て
た
基
金
の
年
度
末
残
高
は
、
一

般
会
計
分
で
約
９
億
９
９
３
２
万

円
に
な
り
、
前
年
度
比
で
約
３
０

８
０
万
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
平
成
28
年
度
に
お
け
る

取
崩
額
は
１
億
３
９
０
４
万
円

で
、
積
立
額
は
１
億
７
１
８
１
万

円
で
す
。

　

町
債
（
町
の
借
入
金
）
に
は
、

毎
年
の
財
源
負
担
を
平
均
化
す
る

役
割
と
、
現
在
と
将
来
の
町
民
負

担
を
公
平
に
す
る
役
割
が
あ
り
、　

町
で
は
財
政
状
況
を
悪
化
さ
せ
な

い
よ
う
、
栗
山
町
第
６
次
総
合
計

画
や
行
財
政
改
革
推
進
計
画
な
ど

に
基
づ
き
、
計
画
的
な
借
り
入
れ

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

町
債
の
年
度
末
残
高
は
、
全
会

計
分
で
約
１
７
２
億
円
と
な
り
、

前
年
度
比
で
約
１
億
円
の
減
と
な

り
ま
し
た
。

公営住宅の整備・改修を行います。

馬
鈴
し
ょ
集
出
荷
貯
蔵
セ
ン
タ
ー
で
の

選
別
作
業

建
て
替
え
ら
れ
た
角
田
曙
団
地　

（
平
成
28
年
度
は
２
棟
16
戸
整
備
）

401,329 千円 516,215 千円

種
た ね

馬鈴しょを安定的に生産・供給する
ための施設整備を支援します。

計画事業
191

計画事業
141

※栗山町第６次総合計画に掲載されている計画事業番号、事業名（略称）、決算額および計画事業に関連した写真を掲載

民間保育園などと連携を図り、保育・
教育の質を高めます。

合
併
処
理
浄
化
槽
の
設
置
工
事

新
設
さ
れ
た
マ
ロ
ン
キ
ッ
ズ
保
育
園　

89,924 千円 10,748 千円

合併処理浄化槽の設置、維持管理、法
定点検、修繕を町管理へ移行します。

計画事業
150

計画事業
95

単位：億円

　   平成24年度 　   平成25年度 　  平成26年度 　 平成28年度

   172   175   175

   181

   170

   180

　  平成27年度

   173

   160
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ふるさと自然体験教育の推進と拠点
施設の利活用を図ります。

角
田
地
区
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
に
よ
る

角
田
盆
踊
り
大
会

小
学
生
を
対
象
に
し
た
ふ
る
さ
と

自
然
体
験
教
育

19,847 千円

まちづくり協議会などの地域活動を支
援します。

計画事業
164

計画事業
65

4,053 千円

消防団施設の更新など、充実・強化
を図ります。

あ
な
た
が
ち
ょ
っ
と
立
ち
寄
る
だ
け
で

栗
山
町
の
10
年
後
が
明
る
く
な
る
展

第
３
分
団
第
１
部
（
継
立
）
に
導
入
し
た　

水
槽
付
消
防
ポ
ン
プ
車

36,904 千円

栗山町への移住・定住を促進します。計画事業
129

計画事業
20

26,726 千円

注）標準財政規模とは、標準税収入額などに普通交付税を加算した額


